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感染症法改正に関する意見書 

第１ はじめに 
 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下「現行法」）

が１９９８（平成１０）年１０月２日公布され、１９９９（平成１１）年４月

１日に施行された。現行法に基づき、１９９８（平成１０）年１２月１５日、「感

染症の予防の総合的な推進を図るための基本指針」（以下「基本指針」）が、１

９９９（平成１１）年１０月４日には「後天性免疫不全症候群に関する特定感

染症予防指針」が、それぞれ定められた。 
 
 現行法の規定については、「同法施行後５年を目途として、感染症の流行の状

況、医学医療の進歩の推移、国際交流の進展、感染症に関する知識の普及その

他この法律の施行の状況等を勘案しつつ検討するものとし、必要があると認め

られるときは所要の措置を講じる」ものとされている（現行法附則第２条１項）。

また、現行法第６条に規定する感染症の範囲及びその類型についても、「少なく

とも５年ごとに、医学医療の進歩の推移、国際交流の進展等を勘案しつつ検討

するものとし、必要があると認められるときは所要の措置を講じる」ものとさ

れている（現行法附則第２条２項）。  
 
 当協会は、現行法施行後５年（２００４（平成１６）年３月３１日）を迎え

るにあたり、この間の状況を踏まえ、また現行法が当初から有する問題点等を

改めて検討し、次のとおり所要の措置を講じることが必要であると考え、意見
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を述べるものである。とりわけ、昨今、ＳＡＲＳなど新たな感染症への対応を

余儀なくされている事態があるが、現行法の見直しに際しては、感染予防を重

視するあまり患者の権利を過剰に制約することがないよう、冷静な議論をする

必要がある。  
 
第２ 意見の内容 
１ 現行法が当初から有する問題点について 
 以下の諸点は、現行法制定時に、当協会が新法の問題点として指摘した事項

である。施行５年を迎えるにあたり、所要の措置を講じるべき事項である。  
 
（１）不当な拘束を受けない権利の尊重と社会的差別の防止 
現行法は、例えばエイズについても指定感染症に指定することにより、理論上

強制入院が可能な法体制をとっている。しかし、エイズ患者を強制入院させる

ような医学的科学的必要性は全く存在しないことに加え、人権尊重の見地から

は、既に病像が明確な感染症（たとえばエイズなど）に対しては、いたずらに

社会不安をあおることなく、医学的・科学的に冷静な対応をしていくことがな

によりも必要であるが、法律、特定指針及び基本指針の見直しにおいては、ま

ずその点を明らかにし、医学的、科学的に必要のない強制入院等がなされない

ようにすべきである。  
 
（２）プライバシーとサーベイランス 
 新たな疫学的変化については機敏な情報収集と分析（いわゆるサーベイラン

ス）が必要な場合が想定されること、そしてエイズ初期の対応のおくれがＨＩ

Ｖ感染の拡大を招いたことに対する反省、日本におけるＨＩＶ感染者数は増加

の一途をたどり今後飛躍的に増加する危険性が指摘されていることなどから、

適切なサーベイランスが行われることもまた必要であることは言うまでもない。  
 
 しかしながら他方で、プライバシー保護は最大限優先されるべき人権問題で

あって、プライバシー保障の見地から、公的機関が扱う個人情報は必要最小限

でなければならない。  
 
 そのような必要最小限性を確保するためには、サーベイランスが余儀なくさ

れるとしても、その必要性と範囲が科学的に説明される必要があり、それによ

って得られた個人情報の管理について、管理者の特定、管理規則の作成、違反

した場合のペナルティーなどについて、個人情報保護の仕組が、特定指針等に
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盛り込まれる必要がある。  
 
 さらに、サーベイランスが効果的であるためには、「イニシアル」と「生年月

日」をダブルカウント防止のために収集する必要性を否定できない反面で、そ

のような情報収集が個人を特定する結果とならないように、その情報を地域的

な単位で使用することなく国家単位で集中的に管理するなど、プライバシーを

最大限に尊重する措置が必要とされる。  
 
（３）医療を受ける権利ー外国人とりわけオーバーステイ外国人に対する医療、

情報の提供  
 感染症対策を効果的に行うためには、居住者に対して治療の例外が生じる事

態は本来あってはならないはずである。しかしながら、いわゆるオーバーステ

イ外国人に対する医療は、現在きわめて不十分な状態であり、医療費の負担が

できないため医療拒否が起こる現状はとうてい放置できない。  
 
 それゆえ、国籍、滞在の適法性を問わず、少なくとも現行法の定める感染症

医療は提供されるべきであることを、現行法等に明記すべきである。  
 
（４）女性のＨＩＶ感染者と母子感染予防対策 
 現在医療現場で行われている妊婦スクリーニングは、女性に何ら情報を与え

ることのないままＨＩＶ感染女性の出産を事実上否定する結果をもたらす可能

性がある。そのような事態は、女性の妊娠・出産についての自己決定権を明ら

かに侵害するものであって、必要かつ合理的な施策とはほど遠い。早急に、女

性に対して十分な情報を提供しつつ母子ともに安全な出産を確保する方法とシ

ステムを確立し、また出産後の家族が社会的に受け入れられる環境を整備する

必要がある。また、そのためには、女性の感染者、医師らの参加を得た制度の

確立が急務であることから、そのことが現行法等に明記されるべきである。  
 
（５）感染症教育についての具体的プログラム作成 
 以上述べたすべての問題に関連して、感染症教育の重要性は明らかであると

ころ、抽象的にその重要性を強調するだけでは十分ではない。感染症について

の啓発教育について、具体的なプログラムを策定すべきである。たとえば、外

国人が母国語で疾患の理解をえることができるような仕組みを作ること、女性

が感染を防ぐ方法を理解できるような仕組みを作ること、そのための予算措置

をとること、地方自治体に毎年教育計画を立てさせて見直しをさせること、啓
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発教育の実施について NGOに委託することなど、具体的なプログラムを現行法
等に盛り込み、かつ後述の継続的監視機関の活動によってその継続的実施を担

保すべきである。  
（６）継続的監視機関の設立 
 特定指針等の実施状況を監視するためには、より具体的なプログラムの作成、

各自治体における実施状況の調査、勧告等を、継続的にかつ省庁間の壁を越え

て行うことが必要であるから、そのような任務にあたる継続的監視機関を設立

すべきである。  
 
２ 将来の法制度として検討されるべき課題 
 以下は、当協会が、現行法制定時に将来の課題として指摘し、また現行法の

運用結果から新たに必要とする事項である。今回、所要の措置として検討され

べきである。  
 
（１）疾病管理機構（仮称）ー疫学調査、研究および勧告権限を有する機関ー

の創設 
 個人情報を保護しつつ十分な疫学情報を収集するためには、既に指摘したと

おり、現行の都道府県単位、保健所単位の対応は適切ではない。集中的に疫学

情報を収集、研究しかつ勧告権限をもつ疾病管理機構（仮称）を、米国疾病コ

ントロールセンター（ＣＤＣ）などを参考に創設すること、同機構において個

人情報保護について十分な仕組みを創設すること、その実現方法（新組織の創

設か、既存組織の改組か）について、十分議論を尽くし、その成果を所要の措

置として講じるべきである。  
 
（２）特定疾病以外の、疾病ごとの疾病対応ガイドラインの策定 
 感染症といっても、感染経路の違い、感染のしやすさの違い（たとえばＨＩ

Ｖは感染しにくい）、ウイルスそのものの排出される期間の違い（例えばインフ

ルエンザでは、いつまでもウイルスが排出されているわけではない）、発症のし

やすさ（例えば、個体の感受性の違いーポリオ）、など様々であるから、エイズ

その他の「特定疾病」（現行法第１１条、厚生省令第２条）だけでなく、その他

の疾病についても各疾病ごとに、冷静な医学的科学的見地から対応指針をたて

る必要がある。  
 
（３）疫学統計データ報告と個人情報保護 
 現行法の問題点として、主として医療従事者側から疫学統計データ報告の義
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務づけが必要であるとの指摘がなされるが、これについては慎重に対応すべき

であって、義務づけの前提として個人情報保護の仕組みが確立されること、医

療従事者が個人情報保護の重要性を一層理解するよう研修・教育制度を充実さ

せることが必要である。  
（４）感染症類型分類の見直し 
 適切な感染症類型に基づく冷静な対応こそが患者の人権を守ることにつなが

る。感染経路別に基づく分類と感染症の危険度に基づく分類が適切な感染症分

類の方法である。このような視点からは、現行法の感染症類型分類は必ずしも

適切とはいえないので、見直しが必要である。  
 


